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１　はじめに・・・本稿の目的
論題のとおり、「⽣涯活躍のまち」構想と
人⽣100年時代におけるアクティブシニアの
視点から、2050年に向けた白鷗大学の選択肢
として大学連携型CCRC（Continuing Care 
Retirement Community、退職高齢者住宅）
を考察することである。そのさい、数年の活
動方針ではなく、30年という一世代先を念頭
に、地域の中で地域と共に歩む大学という現
在の基本方針を踏襲しつつ、この基本方針を
現実のものとするための理念や施策を検討し
た。
なぜに2050年を念頭に置いて構想するか。
それは、筆者は現在70才であり、2050年まで
⽣きるというのは難しいが、筆者の子どもや
孫の世代が⽣きる時代ということで、かなり
の程度の現実感があるからである。そうした
現実感をもって自分と子や孫の世代が⽣きる
時代であることを念頭に置いて考察すること
が、政策論を考えるときには適切であると考
える。すなわち、本稿は一種の政策論である。
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政策論を進めるときの定石として、まず、前
提とすべき客観的状況を正しく把握しなけれ
ばならない。そうすると、温暖化の地球環境
問題、北朝鮮の核・ミサイル開発と中国の海
洋進出への対応など安全保障や憲法改正の問
題、財政破綻などの重大な課題があるが、ど
れも可能性であって絶対にこうなるとの確実
性あることではない。
そのなかで、確実に予測できることは、少
子高齢化が進行しており人口減少が続くとと
もに、高齢化が進行するということである。
厚⽣労働省は毎年12月に人口動態統計年間推
計を発表しているが、それによると、2016年
に⽣まれた日本人の赤ちゃんの数（出⽣数）
は98万1000人 と 推 計 さ れ（2015年 の100万
5677人（確定数）から約２万5000人減ってい
る）、統計を取り始めた1899年以降、出⽣数
が100万人を切るのは初めてである。そして、
2017年の１年間に⽣まれた子どもの「出⽣数」
は全国で94万人余りで、これまでで最も少な
くなる見通しである。一方、死亡者数は戦後
最多の134万人余りとなる見通しで人口減少
が加速している。
なお、国立社会保障・人口問題研究所は、
５年に１度、国勢調査を基に将来の日本の世
帯数などを推計しているが、１人暮らしの割
合は増え続けており、2015年には全世帯の
34.5％だったのに対し、2040年には39.3％と、
日本の全世帯のおよそ４割が１人暮らしとな
る見通しという。これは単身の高齢者が増え
るためとみられ、2040年には65歳以上の高齢
者で男性は５人に１人、女性は４人に１人が
１人暮らしになると予測されている。１人暮
らしの高齢者を地域社会で支えていく仕組み
が求められるが、英国ではメイ首相が孤独担
当大臣（minister of loneliness）を任命した
と伝えられている。英国では約20万人の高齢
者が１カ月以上友人や家族・親戚と会話して
いないなどの状況があり、同首相はこれを現
代⽣活の悲しい現実と呼び、この悲しい現実
を終わらせるためできること全てを行おうと
呼びかけている（NHK、ニュースで英会話
２月１日放送）。
したがって、人口減少と少子化の傾向にお
ける大学の入学者確保や入試対策は、20年ほ
ど前から始まっている少子化に対する取組み
を常に見直しながら継続していかざるをえな
いが、他方、この前例のない高齢化と孤立化
の進行に関しては、先例にとらわれない発想
や取り組みが求められている。少子高齢化に
伴う人口の推移は、表１のようである。
少子高齢化が進行する社会をどのように受
け止めて私たちは対応策を考えていくべきか、
そしてそのとき大学はどのような役割を果た
年
総人口（人）
100万人台で四捨五入
年代別推定人口(人)
100万人台で四捨五入
0～14才 15～64才 65才以上
1917 5400万      
2000 1億2700万      
2017 1億2600万 1600万 7500万 3500万
2050 9700万 940万 5000万 3800万
2080 6600万 610万 3300万 2700万
2110 4300万 390万 2100万 1800万
表１　人口の推移…日本統計年鑑2017年を基に筆者作成
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すべきか、また果たすことができるか。この
問題意識から考察を進めるとき、筆者は「人
⽣100年時代1をアクティブシニアとして⽣き
る！」の視点を重視したい。
どういうことかというと、これまでは定年
等で現役を引退した後には、10年からせいぜ
い20年前後の余⽣しか想定されておらず、し
かも高齢者施策といえば病弱になってもっぱ
ら医療保険を頼りに病院通いをする老人を中
心に置いた施策であった印象が強い。政府と
行政の審議会レベルや各省庁の提言レベルで
は、“１億総活躍社会”“⽣涯現役社会”など、
人間の心理と行動の習性、それらが社会経済
面などに及ぼす影響について構造的に把握し、
予防的施策として体系化し提唱しようとする
変化も見えるが、法制度一般としては事後的
１　 日本老年学会は、現在65歳以上とされている高齢者の定義を75歳以上に変えるべきとの提言をしているが、この一年、リ
ンダ・グラットン& アンドリュー・スコット著「ライフ・シフト　100年時代の人⽣戦略」という本がよく売れたようである。
この本は、「誰もが100年⽣きうる時代をどう⽣き抜くか。働き方、学び方、結婚、子育て、人⽣のすべてが変わる。・・・
みんなが足並みをそろえて教育、勤労、引退という３つのステージを⽣きた時代は終わった。では、どのように⽣き方、
働き方を変えていくべきか。その一つの答えが本書にある。」とPRしている。超高齢社会が到来しつつあるとき、私た
ち一人一人は『人⽣100年時代』を見据え、確かなライフプランをもって人⽣を⽣き抜くという覚悟と意欲が求められて
いるようである。ちなみに、筆者は先日「人⽣100年時代をどう⽣きるかー」のテーマについて、３つの視点、つまり「健
康に⽣きる」「充実して⽣きる」「経済的なゆとりをもって⽣きる」から講義する機会があった（白鴎大学公開講座2017
年12月5日、19日）
　　 また、産経新聞社はタイムリーに「100歳時代プロジェクト」を立ち上げ一連の記事の掲載を続けているが、その理由を
次のように述べている。「日本は100歳まで⽣きることが当然とされる時代を迎えつつある。個人の人⽣設計も社会の仕
組みも大きな変革を迫られる。それは、すべての世代の人々が自分のこととして捉え、考える必要がある。個人の意識
や行動、社会構造の変革を促すことを目的とした。」http://www.sankei.com/life/topics/life-34490-t1.html
2　 厚労省、平成28年度介護給付費等実態調査の概況（平成28年11月審査分）。
対応に重点を置いてきたということである。
そうではなくて、65才前後に引退した後にも
まだ30年近い人⽣があることを自覚し、それ
を健康で前向きに⽣き抜きたいという高齢者
の希望に焦点を合わせた施策体系が求められ
ていると考えるのである。客観的な事実とし
ても、65歳以上の性・年齢階級別にみた介護
保険サービスを受ける割合（図１2参照）を
見ると、それが５割になるのは男で90才以上、
女で85才を過ぎてからである。つまり、70才
代は男女とも前半は５％未満、後半で10％で
ある。80才代前半でも男はまだ２割以下、女
は約２割５分であるから、そうした大多数の
高齢者をいっそう支援するような施策を充実
して展開させることが求められていると考え
るのである。
図１　65歳以上における性・年齢階級別にみた受給者数及び人口に占める受給者数の割合
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さて、筆者は『健康でアクティブな⽣活』
の実現を基本コンセプトとし、その実現に向
けたソフト面・ハード面の支援について次の
ように述べる「⽣涯活躍のまち」構想（日本
版CCRC構想有識者会議、平成27年12月11日）
に基本的に賛同する。すなわち、同構想は、
地域の「高齢者の希望を実現し、新しい⽣活
をつくり、健康寿命を延ばし、人⽣を充実し
たものにするための機会を提供する取組」で
あるが、『健康でアクティブな⽣活』の実現
について「高齢者が、健康づくりとともに、
就労や⽣涯学習など社会活動への参加等によ
り、健康でアクティブに⽣活することを目指す。
このため、課題解決型のプランではなく、シ
ニアライフを通じて何がしたいか、どのよう
な人⽣を送りたいかという「目標志向型」の
「⽣涯活躍プラン」を策定し、PDCAサイクル
により実現を図る。」3としている。また、同構
想は、大学が主体的・積極的に「⽣涯活躍の
まち」構想に関する事業を実施することや地
方自治体等と連携して取り組んでいくことを
期待している4。そこで、本稿では「⽣涯活躍
3　 「⽣涯活躍のまち」構想最終報告（以下、最終報告という）1-5頁。
4　  最終報告は、大学が主体的・積極的に「⽣涯活躍のまち」構想に関する事業を実施し、または地方自治体等と連携して取
り組んでいくことを期待するとして、以下のように述べている（23頁。下線は筆者）。
　　 ⑤「⽣涯活躍のまち」構想の実現において大学等の教育機関に期待される役割 
　　 ・ 「⽣涯活躍のまち」構想においては、高齢者が今までの人⽣で得られた教養や経験を活かし、地域の学校において子ど
もにその知識・技能を伝えたり、⽣涯学習や学び直しを通じて社会参加を図るなど、地域の教育機関における活躍の場・
学びの場を通じて「健康でアクティブな⽣活」を実現することなどが考えられる。 
　　 ・ 特に、大学においては、⽣涯学習・学び直しの機会の提供や、大学の人材・知見・研究成果等の活用などの役割が期
待される。 具体的には、高齢者を主な対象とした公開講座の実施や地域医療・介護サービスの高度化に必要な人材の
輩出、大学の人材・知見・研究成果等を活用した地方自治体等への助言・協力などについて、地域の実情等に応じて、
大学が地方自治体や事業主体と積極的に連携していくことが求められる。 
　　 ・ また、大学が自らの土地等を活用し、「⽣涯活躍のまち」構想に関する事業を実施することについても、教育研究活動（公
開講座等を含む）やその成果の普及・活用促進、教職員や学⽣等への福利厚⽣を目的としたものであれば実施可能であり、
大学が主体となって取り組むことも可能である。 
　　 ・ 高齢者の「健康でアクティブな⽣活」を実現する観点からは、大学等の教育機関に期待される役割は大きい。特に、多
くの大学が主体的・積極的に「⽣涯活躍のまち」構想に関する事業を実施し、または地方自治体等と連携して取り組
めるよう、国は、大学に対して「⽣涯活躍のまち」構想の周知を図ることが必要である。
のまち」構想が示している提案や紹介してい
る事例を参照して以下の検討を進めることと
する。
２　「⽣涯活躍のまち」構想が示し
ている大学が果たすことので
きる役割
では、「⽣涯活躍のまち」構想は、大学と
の連携ないし大学が果たすことのできる役割
について、具体的にはどのようなものをイメー
ジしているのであろうか。同構想参考資料（６
-７頁）では⽶国の例を示している（次の図
２と図３参照）。この二つの図からかなりの
量の情報を得ることができる。そこで、本稿
の関心から、図の中で示されている情報を引
用等して確認するとともに、そこで紹介され
ている大学連携型CCRCのホームぺージ（以
下、HPと略）および筆者が2016年９月に現
地の訪問調査等を行ったので、それらにより
得ることができた知見と併せて述べることと
する。
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図２
図３
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（１）⽶国におけるCCRCの概要と事例紹介
以下では、図２と図３で示されている説明
を下記の枠内に引用して示すとともに、若干
の検討を試みる。
○ ⽶国では、高齢者が移り住み、健康時
から介護・医療が必要となる時期ま
で継続的なケアや⽣活支援サービス
等を受けながら⽣涯学習や社会活動
等に参加するような共同体（CCRC：
Con t i nu i n g  Ca r e  Re t i r emen t 
Community）が約 2,000 か所存在し
ている。（推定居住者数：75 万人）
○ 中でも、大学での⽣涯学習等を通じて、
知的刺激や多世代交流を求める高齢者
のニーズに対応する大学連携型CCRC
が近年増加している（約70か所）。　　
2005年11月の時点では、大学連携型CCRC
はフロリダ大学、ミシガン大学、およびデュー
ク大学近くに約60が建設中とされていた。な
お、クエーカー教徒の非営利団体であるケン
ダル社が、ダートマス、オバーリン（Oberlin）、
ワシントン・リー, コーネル、イサカ（Ithaca）
の大学近くでCCRCを経営しているように、
CCRCの大多数は当初、非営利団体によって
行われ、教会や病院がスポンサーになること
が多かったようで、その成功を見て徐々に営
利団体の資本がCCRCに入ってくるように
なったと指摘する見解5がある。
◎大学連携型CCRCのコンセプト
○ 1960年代以降作られた、高齢者が集住
し、ゴルフ等の娯楽に打ち込めるコミュ
ニティでは、知的刺激や多世代交流を
5　  Carolyn SaidHyatt's gonna keep 'em down on The Farm / Upscale senior living opening next to Stanford（June 
12, 2005）。www.sfgate.com/bayarea/article/Hyatt-s-gonna-keep-em-down-on-The-Farm-Upscale-2628993.php。
6　  松田智⽣・海外に学ぶアクティブシニアのライフスタイル ⽶国の大学連携型コミュニティ～アクティブシニアは過去を
語らず今を語る～、http://www.mri.co.jp/opinion/column/localweb/001362.html
求めるニーズに対応できないとともに、
認 知 症 等 を 患 う 恐 れ も 増 加。 
例：アリゾナ州サンシティ。約３万人
の高齢者が集住、10のゴルフ場・劇場・
レストラン等の娯楽施設が整備。
○ 大学連携型CCRCは、大学での⽣涯学
習や学⽣との交流を通じて「知的刺激
や多世代交流の不在」を解消。
○ なお、大学での一定時間以上の⽣涯学
習を入居条件としているCCRCもある
（マサチューセッツ州のラッセル・ビ
レッジは、年間450時間以上の授業へ
の出席が入居条件）。
図３中に資料の提供者として明記されてい
る松田智⽣（プラチナ社会研究センター主任
研究員）は、大学連携型CCRCは第二世代
のCCRCであり、初期（第一世代）CCRCの
課題であった ｢世代の偏り｣ と「知的刺激の
不在」を解決したとして次のように説明して
いる6。
⽶国におけるCCRCは「ゴルフ場を中核
として住居、娯楽、医療等が整備されたア
クティブシニアのための街であり、フロリ
ダ、アリゾナ、カリフォルニアなどの温暖
な地域で開発・運営されている」。しかし、
「シニアの理想郷と思われたこのリタイア
メント・コミュニティにも盲点があった。
第一に「世代の偏り」である。若者の非行
や喧騒を避けてシニアの街としたが、若者
不在、世代交流不在は、街の活気と多様性
が損なわれる結果となった。 第二に「知
的刺激の不在」である。温暖な気候、ゴル
フ三昧、ストレスフリーといった快適過ぎ
る環境によって、頭を使わなくなることか
ら、急速に衰えてアルツハイマー病などの
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認知症を患うおそれがある。・・・初期（第
一世代）のコミュニティの課題であった ｢
世代の偏り｣ と「知的刺激の不在」を解決
したのが、第二世代の大学連携型コミュニ
ティである。この第二世代のコミュニティ
は、大学の敷地内や近隣に設置されており、
このコミュニティに居住するシニアは、⽣
涯学習講座で学び、再びキャンパスライフ
を体験することができる。このような大学
連携型コミュニティは全⽶で約70存在す
る。」
なお、アリゾナ州サンシティウェスト（フ
ロリダ州にも同じ名前の町がある）はその
HPで次のように自己紹介している。「レクリ
エーション、ショッピング、礼拝場所、そし
て全国的にランクされている病院もある、必
要物なものがすべてそろった自立した55のコ
ミュニティです。犬の公園もあります！」まっ
たくそのとおりで、他にも９つのコースがあ
るゴルフ場、公共図書館と同じ位の広さの図
書室、音楽ホール、テニス場、30レーンもあ
るボウリング場、プールやスポーツジムなど
がある。
筆者が2016年９月に調査のため訪問したと
き、応対してくれた65才位の紳士を含め、こ
れら施設で働いている人はすべて、この
CCRCに居住しているとのことであった。施
設の管理運営を住民自身でこなしているとい
うことであり、筆者の眼にはそこで働いてい
る人たちにかなりの充実感が感じられた。
また、十分な広さと蔵書のある図書館、コ
ンサートを楽しめる音楽ホールや手芸工作室
もあるので、アウトドアを楽しむための施設
の充実度に比べると見劣りはするものの、「知
的刺激の不在」は言いすぎの気がする。いず
れにしろ、現在わが国で進められている日本
版CCRCにより開設されているサービス付高
齢者施設が、⽶国におけるCCRCと比べると
き、高齢者にとってのアクティブシニアを可
能にするものからは程遠いことは肝に銘じて
おかなければならないと考える。
イ　ラッセルビレッジは2000年５月にオー
プンし、自立した⽣活ができる225人と看護
施設に住む38人が暮らしている。そして、ラッ
セルビレッジの居住者は「居住の条件として
特定の学習計画を策定し、満たさなければな
らない」とされている。これは⽣涯学習
（Lifelong learning）とネーミングされてい
るが、ラッセルカレッジの施設の利用もその
一つとされており、ラッセルカレッジに行く
ライドバンが用意されていて60代の男性がド
ライバーとしてパート勤務していた。授業自
体はラッセルビレッジ内で実施されることが
多いようである。ビレッジ内で実施される授
業の講師は、外部の教授が担当することもあ
るが、ビレッジ居住者の中から専門の経歴を
有する者が担当することもある。2018年１月
15日の時点でラッセルビレッジのHPで公表
している2016年５月から７月ないし８月の間
に開講された⽣涯学習の授業科目（Course）
を見ると、「自分の宗教が正しければ他者が
信じる宗教は間違っているか?」、「検証され
た⽣活  政治と倫理」「偉大な交響曲の作品　
最も愛されている交響曲の歴史と理論」など、
計25の科目が開講されている。他に、授業科
目（Course）とは別に上記と同じ期間の特
定の１日だけ、ビレッジ内のダンスホールで
開催されている講演（Lectures）という括り
のものがある。上記期間には３つ開催され、
テーマは「書籍制作と自己出版：作家への道
のノウハウ」（午後２時から）、「精神分析研
究者スージー・ナイバーグとの文学的遠足」
（午後７時半から）、「ショパンの音楽世界を
探究する」（午後２時から）だった。
ラッセルビレッジとラッセルカレッジが提
携することになった理由は定かでない。ただ
し、ラッセルビレッジはそのHPで、資金面
でラッセルカレッジの支援を受けていると明
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記している。
⽣涯学習に関し、具体的には、「住民は毎
年最低450時間の学習とフィットネス活動を
完了しなければならない」とされている。た
だし、ラッセルビレッジの各棟には、知的成
長、創造的開発、身体的健康の統合に専念す
る教室、フィットネス施設、図書館とスタジ
オがあり、それらを利用しての体力トレーニ
ング、ビレッジ内で開催される教育イベント
への参加、自分が作った芸術作品のプレゼン
テーション、さらに地域社会でのボランティ
ア活動やラッセル大学の学⽣を指導したり、
学⽣グループに対するアドバイスなどに従事
するなど、住民はビレッジの内外で実施され
るプログラムに参加して学習要件を満たすこ
とができる。なお、これら学習要件を満たす
ための多様な機会は、ラッセルカレッジの教
育へのつなぎ学習（connected learning）と
して位置づけられていることに注目しておき
たい。
ロ　図３はケンダル・アット・ハノーバー
（以下、ケンダル・ハノーバーと略）とダー
トマス大学について要点を簡潔に示している。
筆者が2016年９月、ダートマス大学のサテラ
イトオフィスを訪問調査した際に入手できた
資料（OSHER at Dartmouth、OSHER 
Lifelong Learning Institute発行。OSHERは
ダートマス大学の⽣涯学習研究所である。）
によると、ダートマス大学には現在1500人以
上の⽣涯学習会員がおり、OSHERは⽶国で
最も大きな⽣涯学習の団体である。また、
ダートマス大学のあるアッパーバレー地域で
暮らしている人々に対して、素晴らしい⽣涯
教育の機会を提供することを使命としている。
そして、⽣涯教育の分野で全⽶でもっとも優
れたリーダーであると認められることをビジョ
7　  The Kendal Corporation、Kendal–College/University　Relationships、2014年12月改訂。以下、Relationshipsと略。
www.kendal.org/wp-content/uploads/2014/12/University-Relationships-Dec2014.pdf
ンとして描いている。重視する中心的な価値
（Core Values）として以下のものを挙げている。
・⽣涯教育への揺るぎない取組み
・ 教育的背景に関係ない、全ての人々に開
かれた会員制
・ 献身的なボランティアによる、多様性の
ある高品質のプログラム
・ 教室の内でも外でも、人々を歓迎するよ
うな社会環境
・ 財政が持続可能なものであること、会員
の費用負担が軽いこと、新しいことを導
入すること、そして成長を提供する適切
な料金体系
・ ダートマスカレッジとOsher 財団との
強力かつ継続的な双方向の相互関係、
・ 私たちがなしうるなかで最高のものを提
供する。
（⽣涯教育の科目のテーマ）
訪問調査した際に入手できたもう一つの資
料（Letter From The President、July 2016）
によると、その年の秋学期では、写真や水彩
画などに対する参加者自身の芸術性探索、近
隣地域のアッパーバレー、シカゴ、エルサル
バドルなど遠隔地の歴史や文化の発見、ウイ
ラ・カーサ―、セオルド・ルーズベルト大統
領、ボブディランの作品やその経歴の探究、
アメリカ政治の現状と歴史的情勢の考察など、
82の授業科目（courses）が提供されている。
ではこの⽣涯学習はいかなる理念や方針に
基づいて運営されているか。
上記したOSHER、ダートマス大学と提携
しているケンダル・ハノーバーの経営母体で
あるケンダル社の HP（www.kendal.org/）、
およびそのHPアドレスを経由して閲覧でき
る「ケンダルと大学の関係」7を参照して少し
詳しく検討する。
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ケンダルがダートマス大学と提携する前か
らスタートしていたペンシルバニア州にあっ
たケンダル・クロスランド・コミュニティ
（KCC）では、ケンダルと付近の大学との間
で正式な関係はなかった。ただ、ケンダルの
入居者の中に、退職した教員など地域の教育
機関に関係する住民が多く、⽣涯学習や地域
社会の中で活動を続けることに対する彼らの
関心が、自然と大学に向かうという文化を確
立させることになった。KCCがスタートし
てすぐに、公式なものではないがKCC内の
希望と大学の活動との親和性（affinity）が
容易に明らかになった。この文化は新しいケ
ンダルに移植され、時間の経過とともに公式
化され、ケンダルが運営するコミュニティと
教育組織との間の創造的でダイナミックな関
係へと発展した。
ケンダルはその活動と目的について、HP
で次のように自己紹介している8。
ケンダルは非営利団体である。歳をとり
高齢化するという経験を変革し続ける価値
観を持ち、高齢者を擁護し力付けることに
より、高齢者がもっている潜在能力を最大
限に発揮させようとしてコミュニティ作り
やプログラムの創造、色々なサービスの提
供を目的とする。
そして、⽣涯学習（Lifelong learning）に
つ い て、「 心 と 魂 を 育 て る 」（Nurturing 
Minds and Souls）という副題を付け、次の
ように述べている。
ケンダルが45年以上にわたり、高齢者に
ついての文化的視点を形成して高齢者のた
めに頑張ってこられたのは、学ぶことを継
続する環境を促進し、スタッフ、コミュニ
ティのメンバー、委員会、およびボランティ
アのために、⽣きている間成長することを
勇気づけることに取り組んできたからであ
8　 http://www.kendal.org/about/lifelong-learning/
る。継続的な学習に対するケンダルのこの
取組みが、ダートマス、コーネル、デラウェ
ア、ワシントン・リー大学など、指導的立
場にある高等教育とのつながりを自然な形
で⽣むことになった。
つまり、ケンダルの側に⽣涯学習に対する
強い関心と取組みがあり、それが自然な形で
ダートマス大学などの高等教育機関とのつな
がりに結実したというわけである。そして、
Relationshipsでは、英国人でクエーカー教
徒でもある一人の教授が、ケンダル・ハノー
バーの創成期にハノーバー地域の支持グルー
プとともに活動し、ダートマス大学やその関
係機関との関係発展に尽力したと述べている
（Relationships、２頁）。
以上、ここではCCRCに居住する高齢者の
側から強い希望とニーズがあり、これに対応
する形で大学連携型CCRCが⽣まれたことに
特に注目しておきたい。
これに対してダートマス大学側は、この26
年間で３万人以上が⽣涯学習プログラムに参
加したとすると共に、創設期について以下の
ように述べている。 
・ 1990年には38人のメンバーがおり、継続
学習の理念に基づき創設したこと 
・ 創始者たちは自主的に運営し、仲間同士
で議論して教え合うことを狙っていたこ
と 
・ ダートマス大学内で⽣涯学習を担当する
OSHERは自主自足のボランティアが運
営する学びのための団体であること 
・ たくさんあるコース、講義、見聞旅行プ
ログラムに参加することにより、発見す
ることを鼓舞し、思考に刺激を与える機
会を提供すること 
さらに、以下のような側面についても述べ
ている（Relationships、２頁）。 
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・ ダートマス大学の⽣涯学習研究所である
OSHERは、ケンダル・ハノーバーの居
住者が参加して創設され、同居住者のた
めの教材プログラムを開発したこと、 
・ 授業はケンダル・ハノーバーで開催され
ているが、ケンダル・ハノーバー居住者
のおよそ半分がスポンサー、参加者、あ
るいは指導者として、このプログラムを
支えていること 
・ ケンダルはダートマス大学のキャンパス
内に教室スペースを提供していること。 
・ ケンダル・ハノーバー施設内にダートマ
ス大学系のクリニックがあり、居住者の
ケアに貢献しているほか、実習看護学⽣
がやって来て臨床実技をここで完了する
こと。 
・ ケンダル・ハノーバーの事務長は、ダー
トマス大学研究所（Dartmouth Institute）
の「健康管理組織の戦略的および財務的
管理」コースで学⽣の指導に当たってお
り、学⽣は、戦略と財務に関する考え（コ
ンセプト）がどのようにして実際の世界
に当てはまるか、現実の組織を見聞して
理解を進めている。 
これらのことから、ケンダル・ハノーバー
が地域社会に対する意識を深めて奉仕活動を
拡大するにつれ、ケンダル・ハノーバーとダー
トマス大学は、完全なものではないがダート
マス大学関係機関の発展を促進すると考えら
れている。認知障害のケアに関連する仕事も
その一つである。たとえば、ケンダル・ハノー
9　  脱稿後、経営母体がホテル・チェーンのHyatt社からVi社（Vi Corporate）に変わり、名称もVi Living に変更されて
いることを確認した。Vi LivingのHPアドレスはhttps://paloalto.viliving.com/。ノーベル賞受賞者ら数名が、入居の
際、Classic Residenceに支払っていた高額な預託金の管理状況等を問う訴訟を起こしていたことなどが変更の理由とし
てあるかもしれないが正確な経緯は不明である。See, Paula Span、C.C.R.C. Residents Ask, ‘Where’s the Money?、
March 20, 2014. http://newoldage.blogs.nytimes.com/2014/03/20/c-c-r-c-residents-ask-wheres-the-money/?_r=0 　
本文の記述ではClassic ResidenceをVi社に改めることはほとんどしていない。その他、校正段階で必要な最小限の修正
をしているが、原則、筆者が現地見学した2016年９月前後に入手した次の資料に基づいている。Carolyn Said、Hyatt's 
gonna keep 'em down on The Farm / Upscale senior living opening next to Stanford（June 12, 2005. www.sfgate.
com/bayarea/article/Hyatt-s-gonna-keep-em-down-on-The-Farm-Upscale-2628993.php） 、Classic Residence by 
Hyatt in Palo Alto Marks Grand Opening of $370 Million Continuing Care Retirement Community,　https://www.
businesswire.com/news/home/20051101005563/en/Classic-Residence-Hyatt-Palo-Alto-Marks-Grand。
バーとダートマス大学のフード美術館は、
「アートとアルツハイマーのプログラム」と
題するテーマの研究で実りある提携を続けて
いる。また、ケンダル・ハノーバーは、ペン
シルベニア州立大学などと共同してインター
ンシッププログラムを結び、インターンとス
タッフの両方が貴重な学習機会を得ている
（Relationships、３頁）。 
ハ　もう一つは、「⽣涯活躍のまち」構想
において大学連携型CCRC構想として言及さ
れていないが、カリフォルニア州にあるスタ
ンフォード大学（Stanford University）のキャ
ンパスに隣接する（正確には敷地内である）
クラシック・レジデンス・バイ・ハイアット 
（Classic Residence by Hyatt、以下、Classic 
Residenceと略す）9を紹介しておきたい。
Classic Residenceの特徴は、スタンフォー
ド大学の敷地に、大学と隣接して設置された
大学連携型シニアコミュニティということで
ある。入居者にはスタンフォード大学の卒業
⽣ OB・OG が比較的多いと言われている。
し か し、 ス タ ン フ ォ ー ド 大 学 と Classic 
Residenceとの間の公式の提携は、ただ一つ、
22エイカーの区画の土地について、75年間の
リース契約があることだけである。
Classic Residence はその HP で「あなた
をこの国の中の最高かつ最も輝かしいランク
へと招待します」と謳っているが、これがま
んざら嘘でないような最高級の雰囲気を多く
の点で感じられる。もちろん、CCRCである
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から、統合されてはいるが独立性もある３つ
の建物に、自立⽣活用289室、⽣活支援を受
けられる70室（アルツハイマーや認知症患者
のための24室を含む）、および看護サービス
を受けられる59のベッドがある。特筆すべき
は、施設の建築素材、色彩、スタイリングが
素晴らしいこと、バラ園や池などがある４つ
の中庭、研究者が読む専門書からベストセ
ラーまで多くの種類の本を備えている図書室
やビジネスセンター、劇場、フィットネスジ
ム、屋内スイミングプールや本格的なスパ、
屋内と屋外にあるカフェその他の店どれもが
最高級の雰囲気を作り出していることである。
このことはHPアドレスに入って写真や数分
のビデオを見ると容易に納得できる。
費 用 だ が、2005年11月 に ハ イ ア ッ ト が
３億7000万ドルの投資をしてオープンした時
点では、入居費は＄600,000（１ドル110円と
して約７千万円）の１ベッドルームから、
＄42,000,000（同じく約４億６千万円）の３
ベッドルームまで様々である。月に30食が付
いているがその料金は＄3,100（同じく約34
万円）から＄7,430（同じく約82万円）まで様々
である。居住者が引っ越すか亡くなるとその
室は転売されるが、入居費の90%が払い戻し
される（脱稿時、HPで再確認したが、この
点2005年11月のスタート時と比べて基本的に
大きな変化はない。ただし、入居費は以前と
は異なり、部屋のタイプだけではなく払戻し
に関するオプション選択との関係で変動し、
特色であった入所費の払い戻しは、入居者が
経済事情に合わせて２つのオプションから選
択する⽣涯ケア契約（life-care contract）の
終了如何等で70％か０％になると変更されて
いる）。
しかし、最上流階級向きのCCRCの施設と
費用の豪華さを紹介するのが本稿の目的では
ない。あくまで大学連携型CCRCの実情に関
心があるのであり、大学連携の見地から参考
にすべき事情があれば、それについて具体的
に検討するためである。以下ではそうした検
討を行う。
2005年11月当時、Classic Residence の最
高経営責任者（CEO）はスタンフォード大
学の卒業⽣、ペニー・プリッツカー氏であっ
た。彼は次のように述べている。「クラシッ
クレジデンスのオープンは、当社にとって画
期的な出来事です。今日、大学キャンパス内
または近隣に位置する高齢者の⽣活コミュニ
ティは、活動環境が高齢者の健康を維持する
のに役立つため、高齢者にアピールしていま
す。住民は刺激的で活気のあるコミュニティ
で、新しい友情を築き、活動や授業に参加す
る素晴らしい機会を持っています」。
また、スタンフォード大学の１部局である
スタンフォード管理会社の不動産管理部長ビ
ル・フィリップは、この敷地には以前、こど
も病院があったが、スタンフォード大学はそ
こでシニア向け住宅プロジェクトを実施する
ことを長く望んできたと述べている。
Classic Residenceの販売担当役員ジョン
ソンは「将来、入居者の60%は、卒業⽣、教
員、職員、後援者など大学と何らかの関係が
ある人でしょう。」と述べている。そして続
けて、「入居者はここで出会う人たちが、25
年から30年以上前に共に喜び合った人である
ことを知るでしょう。それに、人々はスタン
フォード大学とスタンフォード大学が表すす
べてのものに共通の感情を持っています。」
「人々は自分の出身校と同窓⽣の両方に絆を
実感しており、大学のキャンパスは教育と娯
楽のための機会を豊富に提供しています。」
以上、Classic Residence については、大
学の敷地内に設置され、入居者にはスタン
フォード大学の卒業⽣OB・OGが多いこと、
専門書を含む蔵書が豊富な図書室やビジネス
センターがあること、入居費は高いがそのか
なりが払戻しされること、大学キャンパスに
隣接していることが高齢者の心身にプラスに
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作用していることに注目しておきたい。
（２）「⽣涯活躍のまち」構想における大学連
携型CCRC構想の状況
わが国において、「⽣涯活躍のまち」構想
における大学連携型CCRC構想が具体的にど
のように進行しているか検討する。「⽣涯活
躍のまち」構想を所管する内閣官房まち・ひ
と・しごと創⽣本部（以下、創⽣本部と略す）
が公表している資料（日本版CCRC構想参考
資料。同４、16-17頁。平成27年６月１日）
によると「国内における関連する主な動き」
として、地方自治体の動きとして山梨県都留
市の例を、大学の動きとして慶應義塾大学、
中部大学、高知大学の例を以下のように紹介
している。
イ　これらのうち、平成29年12月末の時点
で、⽣涯活躍のまち構想に基づく取組みと事
業展開がもっとも進んでいるのは、山梨県都
留市のようである。都留市は、平成27年６月
の時点では「サ高住を核とした大学連携型
CCRC構想を推進する」「都留文科大（教育
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系）、健康科学大（看護 系）、産業技術短大（も
のづくり系）との連携等を通じて、高齢者の
学びの場や地元若年者との交流の場を創出」
するとしていたが、平成29年９月更新の情報
（創⽣本部HPから「⽣涯活躍のまち（日本
版CCRC）」に入って閲覧できる。図４参照。）
では、大学連携型「⽣涯活躍のまちつる」の
実現をコンセプトに、①「大学コンソーシア
ムつる」を組成して、⓶大学相互の連携を深
めるとともに、市民向けに「目標指向型」の
「⽣涯学習プログラム」を提供する、③都留
文科大学卒業⽣等をターゲットとし、住み替
え支援（二地域居住等含む）を展開するとし
ている。
このうち、⓶は29年度内の運用開始を予定
しているし、③に関連しては都内と市内に移
住相談窓口を設置すると共に、大学OB・OG
に対する移住PR活動を謳っている。
ロ　さらに、都留市は、平成28年２月から
平 成29年12月 に か け、 全 ８ 回 の「 都 留 市
CCRC構想研究会」を開催し、市が推進する
「⽣涯活躍のまち・つる」事業についてかな
りの議論と検討を重ねている。研究会のテー
マは「CCRC構想への理解を深める」、「⽣涯
活躍のまち」基本計画、「『⽣涯活躍のまち』
の目指すところ」、「サービス付き高齢者向け
住宅の登録及び補助制度」、「『⽣涯活躍のま
ち・つる』のビジネスチャンス」などきわめ
て実践性の高いテーマが設定されている。平
成30年１月からは、今後、事業展開が加速し、
プロジェクトの事業者公募を行っていく中で、
改めて事業に関連したビジネスチャンスの可
能性や、まちづくり全般の可能性などについ
て議論・検討を行うために分科会を開催する
予定である（研究会の詳細な内容については
創⽣本部のHPからリンクして閲覧すること
ができる）。なお、都道府県及び市区町村が
実施する、他の地方自治体の参考となる先駆
図４
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的事業に対し、国は地方創⽣先行型交付金
（平成26年度補正予算）を出して支援してい
るが、都留市CCRC推進事業は5000万円を受
けている。
ハ　名前が挙がっている中で特徴的である
のは高知大学の取組みで、インサイド・コミュ
ニティ・システム（KICS）化事業を進めて
いる。KICSは大学を「地域コミュニティの
中核的存在」として位置付け、その機能強化
を図るためのCOC事業（センターオブコミュ
ニティ事業）を進めるとしている。具体的に
は、高知県が設置する産業振興推進地域本部
に高知大学サテライトオフィスを併設し、大
学教員である高知大学地域コーディネーター
（UBC、University Block Coordinator の略）
を計４名常駐させることにより、県と大学が
一体となって隈なく地域と向き合うことで、
地域と大学との域学連携や産学連携活動を実
践するというものである。地域や産業と大学
との連携が重視されているが、特に大学教員
であるUBCに与えられている役割は次の７
つ、①課題の掘り起こし、②課題解決のアド
バイス、③課題解決のための人材紹介、④課
題解決のための予算獲得、⑤地域産業の人材
の育成、⑥地域をフィールドとする教育・研
究のサポート、⑦⽣涯学習の場の提供である。
そして、これらを高知型CCRCとして提案し
ている。これは、大学を「地域コミュニティ
の中核的存在」として位置付けることからの
自然な帰結のようであるが、アクティブシニ
アの視点から大学連携型CCRCを考察する本
稿の関心より、視界を広げた高い目標である。
ニ　逆に、平成27年に「⽣涯活躍のまち」
構想の取組みが始まった当時、創⽣本部が取
組事例として紹介していた新潟県南⿂沼市の
場合（参照、図５）、計画の具体化は遅れて
いるようである。計画では次のように謳って
いた。
国際大学との連携を核とした国際文化の
あふれるコミュニティを目指す。移住者に
は留学⽣やその家族との交流、サポート、
地域の英語・国際理解教育の担い手として
の役割を期待。共用施設は地域にも開放
し、地域資源を⽣かしたアクティビティ（農
業体験、登山、スキー）でも地域と多様に
交流。また、IT を活用した起業、２拠点
ライフ、顧問・パートタイム就労、産学連
携への参画などの自己の目的実現と社会貢
献のできる環境「セカンドライフ・バレー」
を整備する。
このうち、移住者が留学⽣やその家族と交
流し⽣活をサポートするや、共用施設の地域
開放、顧問・パートタイムとしての就労など
について、筆者は大きな期待を持っていたが、
平成29年９月更新の情報（創⽣本部HPから
「⽣涯活躍のまち（日本版CCRC）」に入って
閲覧できる）では、具体的な進捗が見られな
いようで残念である。なお、他の地方自治体
の参考となる先駆的事業として、南⿂沼版
CCRC等移住推進事業は国から4100万円の地
方創⽣先行型交付金（平成26年度補正予算）
を受けている。　
ホ　大学連携型高齢者住宅としての桜美林
ガーデンヒルズ
桜美林ガーデンヒルズは、桜美林大学が
100％出資する株式会社ナルドと自立型高齢
者住宅「ゆいま～るシリーズ」を手掛ける（株）
コミュニティネットが連携して開設した大学
連携型サービス付き高齢者住宅である。「学
び、交流、安心のある暮らし」を基本コンセ
プトとし、緑豊かな郊外の住宅地にある2300
坪の土地に、「高齢者＋学⽣＋ファミリー」
の多世代がそれぞれ暮らす住宅と、桜美林大
学と連携する「カレッジリンク」のしくみが
あることや、地域住民が集う交流棟やコミュ
ニティレストラン、地域包括ケアの拠点など
のコミュニティを創ることを売りにしている。
そして、大学連携型コミュニティの効果とし
て「大学が共同研究、多世代交流、夢実現・
自己実現の場を提供することで、地域の人々
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の人材育成へとつながり、地域への貢献がで
きるとともに、大学自身のブランド力の向上
にもつながり、そのことが学⽣の募集などに
も影響することで大学の経営の安定にもつな
がります。」を挙げている。その他、大学の
都心回帰による郊外キャンパスを活用できる
ことなどの波及効果もあるとしている。
大学連携型高齢者住宅としてはおそらくわ
が国で最初の例であろうし、筆者も2017年10
月に現地見学させていただいた。しかし、ネッ
ト上などでPRしていることに偽りはないが、
なぜか全体としての魅力はそれほどに感じら
れなかった。
理由を考えてみると、広大な土地といって
も大学らしいアカデミックな雰囲気や開放感
は感じられず、⽶国のCCRCには必ずある図
書室や運動設備などはほとんど見かけられな
かったこと、逆に、市街地にある高層マンショ
ンにテナントなどとして入っている商業施設
や医療機関が桜美林ガーデンヒルズの敷地内
の平屋的建物に入居しているだけのように感
じられたこと、デイサービス・訪問看護ステー
ションが併設され日中は看護師が常駐し夜間
も敷地内に待機してオンコール体制が整えら
れているというのも、夜間オンコール体制の
利点を享受するために46280円（１人入居）
若しくは74570円（２人入居）を要すること
とも相まって、アクティブシニアでありたい
との希望からすると過剰に思えたこと、図書
室や食堂などは入居者が自主運営する態勢で
はないこと、大学連携型といっても学ぶのは
大学キャンパスではなく６キロ近く離れた多
摩センター駅近くのカルチャー教室であるこ
となど、日本社会のなかで求めるのは酷かも
しれないが、⽶国で見学したCCRCとの落差
が大きいことによると思われる。
図５
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３　検討
（１）大学がCCRC事業の開設・運営主体に
なれるか
大学連携型CCRCにより⽣涯学習を進める
というのはアクティブシニアの⽣活イメージ
にも合致するし素晴らしく思われるが、そも
そもサービス付き高齢者住宅など、CCRCを
大学自身が事業者として開設し、かつ運営す
る主体になれるかという疑問を抱く向きもあ
るかもしれない。
この点、はじめに紹介したとおり、「⽣涯
活躍のまち」構想において大学との連携ない
し大学が果たすことのできる役割が肯定的に
示されているのであり、不安や疑問を抱く必
要はない。無論、桜美林ガーデンヒルズのよ
うに、大学が100％出資する株式会社の名義
で開設・運営することにしてもいい。なお、
同構想は具体的に次のとおり推奨するかのよ
うに述べている（23頁）。 
・ 大学が自らの土地等を活用し、「⽣涯活
躍のまち」構想に関する事業を実施する
ことについても、教育研究活動（公開講
座等を含む）やその成果の普及・活用促
進、教職員や学⽣等への福利厚⽣を目的
としたものであれば実施可能であり、大
学が主体となって取り組むことも可能で
ある。 
・ 高齢者の「健康でアクティブな⽣活」を
実現する観点からは、大学等の教育機関
に期待される役割は大きい。特に、多く
の大学が主体的・積極的に「⽣涯活躍の
まち」構想に関する事業を実施し、また
は地方自治体等と連携して取り組めるよ
う、国は、大学に対して「⽣涯活躍のま
ち」構想の周知を図ることが必要である。
そして、「⽣涯活躍のまち」構想に関する
手引き（第２版）（内閣官房まち・ひと・し
ごと創⽣本部事務局、平成27年12月。以下、
手引きと略）では、以下のように「多様な主
体による事業実施」について述べ、NPO、
まちづくり会社（第３セクター）などと共に、
大学も多様な事業主体として参画することを
想定している（30頁、40頁、下線筆者）。そ
うすると、白鴎大学が事業主体として実施す
る大学連携型シニアコミュニティとしては、
2018年４月に経営学部が東キャンパスに移転
して本キャンパス内にCCRC用敷地を確保で
きることや卒業⽣の同窓会組織である鴎友会
が確立していることを踏まえると、スタン
フォード大学の敷地内に開設され、卒業⽣
OB/OG を 主 な 入 居 者 と し て い る Classic 
Residence の事例が特に参考になるように思
われる。
Ⅳ 事業運営 　（第２章 「⽣涯活躍のまち」
構想の具体像 ３．地域の特性や強みを活
かす＝「選択項目」）
「⽣涯活躍のまち」構想の「事業運営」
については、①多様な主体による事業実施、
②持続可能な事業運営、③コミュニティに
おける適切な人口構成の維持などに関する
「選択項目」があります。
①多様な主体による事業実施 
「⽣涯活躍のまち」の事業運営について
は、民間企業や医療法人、社会福祉法人、
大学、NPO、まちづくり会社（第３セク
ター）など多様な事業主体が参画すること
が想定されることから、地域の実情を踏ま
えつつ、当該事業主体の強みを発揮したま
ちづくりを行うことが期待されます。
Ⅲ　事業主体（運営推進法人）の役割 　
（第３章　 国、地方自治体及び事業主体の
役割分担と連携）
　（事業主体）
「⽣涯活躍のまち」構想の事業運営につ
いては、民間企業や医療法人、社会福祉法
人、大学や社会教育施設、NPO、まちづ
くり会社（第３セクター）など多様な事業
- 47 -
大学連携型CCRCと2050年白鷗大学の選択肢
―「生涯活躍のまち」構想と人生100年時代におけるアクティブシニアの視点から－
主体が参画することが想定されます。
なお、この手引きでは、以下のように「⽣
涯活躍のまち」事業の運営推進機能を担う事
業主体（運営推進法人）が選定されると定め
ている（39頁）。これは大学が従来から実施
している公開講座などを継続して行うにとど
まる場合は無論なんの問題もないが、大学が
主体的・積極的に「⽣涯活躍のまち」構想に
関する事業を実施することについては、これ
が認められることを前提としたうえで、地方
自治体と連携して円滑に取り組めるよう、そ
のための道筋を示したものと理解される。
①事業主体（運営推進法人）の選定 　
（第３章　 国、地方自治体及び事業主体の
役割分担と連携　Ⅱ 地方自治体の役割）
・ 「基本計画」について国と確認・調整
をした地方自治体は、事業の実現に向
けて、「⽣涯活躍のまち」事業の運営
推進機能を担う事業主体（運営推進法
人）を選定します。 
・ 具体的には、地方自治体は、事業に必
要な人員の配置や財務状況などの観点
から、「基本計画」に基づく業務を適
正に行うことができると認める運営推
進法人を選定します。運営推進法人の
選定に際して、地方自治体は、事業主
体に「⽣涯活躍のまち事業計画（仮称）」
（後述）の案の作成・提出を求めるこ
ともできるとともに、地域の実情に即
して、公募して運営推進法人を選定す
る方法も考えられます。
（２）大学連携型CCRCにより達成できるこ
と
イ ⽣涯活躍のまち構想は、大学等の教育
機関に期待される役割として、「大学におい
ては、⽣涯学習・学び直しの機会の提供や、
大学の人材・知見・研究成果等の活用などの
役割が期待される。具体的には、高齢者を主
な対象とした公開講座の実施などについて、
地域の実情等に応じて、大学が地方自治体や
事業主体と積極的に連携していくことが求め
られる。」（23頁）と述べていた。
大学が⽣涯学習や学び直しの機会を提供す
るなど、至極もっともな提案である。しかし、
そこから窺えるものは政府が大学に期待する
どこまでも常識的な香りしかないものである。
そうではなく、同じCCRCではあっても大学
と連携して行うCCRCであり、参加する個人
と高齢者の知性はもちろんのこと、魂とか情
熱の類までもが取り込まれて反映されたもの
を構想できないだろうか。
筆者には以前からこのような思いが漠とし
てあったが、これをハッキリと意識したのは、
前に紹介したケンダル・ハノーバに関する文
献を読んだときであった。そこには、ケンダ
ル・ハノーバとダートマス大学との提携が自
⽣的にあったのではなく、ケンダル社がペン
シルバニア州でケンダル・クロスランド・コ
ミュニティ（KCC）を開設したとき、入居者
の中から主体的に学び続けたいと希望する声
が出て、それがCCRCであるKCCと大学と
が提携することに結び付いたとする経験が次
のように紹介されていた。
ケンダル・クロスランド・コミュニティ
では、ケンダルと付近の大学との間で正式
な関係はなかった。ただ、ケンダルの入居
者の中に、退職した教員など地域の教育機
関に関係する住民が多く、⽣涯学習や地域
社会の中で活動を続けることに対する彼ら
の関心が、自然と大学に向かうという文化
を確立させることになった。・・・この文
化はこれ以後開設された新しいケンダルに
移植され、時間の経過とともにより公式化
され、ケンダルのコミュニティと教育組織
の間の、創造的でダイナミックな関係へと
発展した。KCCの近隣には大学は１つも
なかったが、入居者の多くは地元にあるク
エーカー教系大学の同窓⽣であり、KCC
の10マイル南にあるデラウェア大学⽣涯学
- 48 -
習アカデミーのコースを受講しているし、
インストラクターを務めている者もいる。
KCCは授業のある週は日に３回、このア
カデミーへの交通手段を提供している。
すなわち、大学連携型CCRCの起源は、政
府でも大学でもないCCRC入居者の思いで
あった。そして、KCC内で芽吹いた思いを
近隣の大学が受け止め、それが大学連携型と
いう文化として、以後ケンダルが開設した７
つのCCRCに継承されたというのである。
ロ　参加する個人と高齢者が自主的な取組
みをして学びの場を作り上げているものとし
て、定年後の世代を対象にする国際的な教育
活 動 で あ る 第 ３ 世 代 大 学10が あ る。UTA, 
U3A、University of the Third Ageなどとも
表現される。わが国において第３世代大学の
活動を展開しているNPO法人エイジコンサー
ン・ジャパンによると、第３世代大学は1972
年にフランスで誕⽣し、後に英国に持ち込ま
れ急速に広がった。参加者が自主運営する形
式で行なわれることが特徴であり、国内では
大阪を中心に４か所で文化・芸術などの講座
を約70あまり開催している。
ちなみに、「⽣涯活躍のまち」構想では立
教大学の「立教セカンドステージ大学」や園
田学園女子大学の「シニア専修コース」が紹
介されている（参照、図６）。前者は「50歳
以上のシニアのために、人文学的教養の修得
10　 ここでいう第３世代とは定年し、フルタイムの仕事から解放され、まだまだ夢や意欲を持ち自分への再投資を考えてい
る世代である。このとき、第１世代は社会に出る前の子どもや学⽣時代、第２世代は社会で働いたり子育てに従事した
り家族を支える世代である。
11　 総合型地域スポーツクラブについては本学教育学部藤井和彦教授（スポーツ健康担当）から教示いただいた。文部科学
省のHPによると、総合型地域スポーツクラブとは、人々が、身近な地域でスポ－ツに親しむことのできる新しいタイプ
のスポーツクラブで、（１）子どもから高齢者まで（多世代）、（２）様々なスポーツを愛好する人々が（多種目）、（３）
初心者からトップレベルまで、それぞれの志向・レベルに合わせて参加できる（多志向）、という特徴を持ち、地域住民
により自主的・主体的に運営されるスポーツクラブをいう。文部科学省は平成７年度から15年度までの９年間、地域コミュ
ニティの役割を担うスポーツクラブづくりに向けた先導的なモデル事業として、「総合型地域スポーツクラブ育成モデル
事業」を実施した。平成20年７月１日現在で、創設準備中（クラブの設立に向けて準備を進めている）クラブを含めて、
2,768クラブが1,046の市区町村において育成されているという。
を基礎とし、「学び直し」と「再チャレンジ」
のサポートを目的とした新たな学びの場」を
提供しようとするものであり、学校教育法
105条の規定に基づく「履修証明書」が交付
される。後者は公開講座の発展型である３年
制の専門コースであり、卒業後も研究⽣とし
て、興味のある科目を継続して学ぶことも可
能とされている。
いずれも高齢者や退職者の立場に立ち、「自
発的に」「学ぶ」という観点から高齢者や退
職者の希望にいち早く着目し、それをくみ上
げる制度をスタートさせたフロンティア精神
に敬意を表したい。本稿の主たる関心である
大学連携型CCRCとは異なるが、「⽣涯活躍
のまち」構想の包摂的な地域創⽣という観点
から見れば、大学連携型CCRCを開設して⽣
涯学習プログラムをスタートさせるとき、
CCRCの近隣地域で暮らしている学ぶ意欲の
ある人を排除する必要はまったくない。むし
ろ、白鴎大学がこれまで公開講座で実施して
きた教室内での学びに加え、グランド、テニ
スコートやスイミングプールなど教室外のス
ポーツ施設がある総合型地域スポーツクラ
ブ11の拠点となることを含め、地域交流・世
代を超えた交流の見地から、最大限可能な限
りでより包摂的なものとすることが期待され
る。
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ハ　 脱 稿 直 前 に な っ て「 退 職 者 大 学
（University of Retirement）」「退職⽣活大学
（University of Retirement Living）」、または
「 大 学 に 基 礎 を 置 く 退 職 者 コ ミ ュ ニ テ ィ
（ U n i v e r s i t y  B a s e d  R e t i r e m e n t 
Communities. 以下、UBRC と略す。）」の概
念を紹介する論稿に接した。「退職者大学」
の沿革や目的と現在の活動状況、そして⽣涯
学習の理念が、政府や大学ではない退職者自
身によって作られたことを指摘する、まこと
に興味深い論文であり、その要旨を以下に紹
介しておきたい。
ますますたくさんの活発な大人が退職後
に教育の機会を求めている。学校の休暇期
間中に学校施設を利用するものからフルタ
イムの学習スタイルまで、退職者たちは世
界を自分たちの教室とし人⽣を学んでいる。
そんな人たちにとっては、退職するという
ことは家でくつろいだり休んだりすること
ではなく学習の機会ができるということで
ある。海に浮かんでくつろいだり、ゴルフ
コースを廻って過ごすのはごく普通の退職
者の夢であるが、退職者の新しい傾向はリ
ラックスする以上のものを望んでいる。そ
して学ぶ内容もこれまでの健康や健全な⽣
活環境づくりに関する授業から、詩や歴史、
物理学や地質学まで、幅広い知的および肉
体的刺激を含むものに拡大している。彼ら
は挑戦、新しい経験、そして何かを達成す
ることから得られる報酬（rewards）を求
めている。かくして、意欲のある高齢者た
ちは、新しい退職者⽣活モデルを構築する
のに忙しいが、最も正確に言うとするなら
私たちはそれを「退職者大学（University 
of Retirement）」と呼ぶことができよう。
退職者大学のクラスは急速に成長している
が、この大学にはキャンパスであるとか厳
格な学位要件は全くない。
　「退職⽣活大学（University of Retirement 
Living）」は人⽣の⽣き方である。⽣涯学
習（lifelong learning）の根本をなす原理は、
身体的、精神的、社会的に活発に活動する
ことの重要性をますます認識している退職
者自身によって作られた。多くの⽣涯学習
機関とシニア教育プログラムは、地域社会
においてこれらの貴重な機会が欠けている
図６
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ことに対応して組織された。
55歳以上の大人のための世界最大の教育
旅行団体 Elderhostel12は NPO であり、55
歳以上のアメリカ人のために教育の機会が
不足していることに対応する最初の組織の
一つで、高齢者に短期、低料金、住居、そ
してカレッジキャンパスの中での食事を提
供している。Elderhostel の発展は、大学
に所属する地域社会主導の⽣涯学習機関の
草の根的な発展と一致しているし、⽣涯学
習機関の多くは現在Elderhostelと提携し
ており、キャンパス内のプログラムや学習
や旅行の機会を提供している。
ベビーブーマーの多くは大学教育を受け
ているが、退職に際して従来の娯楽以上の
ものを求めている。彼らは学び、成長し続
け挑戦したいと考えており、この需要に直
接対応して、大学系列の退職者コミュニ
ティが全国に展開されている。大学系列の
退職者コミュニティは「クラス要件のある
キャンパス内のコミュニティ」から、「住
民が大学のアメニティにアクセスできるよ
うにする程度の緩やかな関わり」まで様々
だが、このコミュニティを定義する業界標
準はまだ開発されていない。
ジョージ・メイソン大学の⽣活支援/シ
ニア住宅管理部のプログラムディレクター、
アンドリュー・カールは、これらの退職者
コミュニティが何であり、退職者や大学に
何を提供できるかを定量化するため、「大
学 に 基 礎 を 置 く 退 職 者 コ ミ ュ ニ テ ィ
（UBRC）」という言葉を作った。カールは、
こうしたコミュニティはキャンパス内にあ
12　 ElderhostelのHP（www.elderhostel.org）によると、Elderhostelは、ヨーロッパのユースホステルやスカンジナビア
の大人のための「みんなの学校（folk schools）」の伝統に感銘を受けた２人のアメリカ人の会話から始まった。この
２人は、⽶国にはなぜヨーロッパのように旅をしたり学ぶ機会が無いのか。なぜアメリカ人は（ヨーロッパの人のよう
に）リタイア後に活動的でいられないのだろうかと話し合ったという。Elderhostelは1975年の創設であるが、2010年に
Road Scholarと改名している。Road Scholarは非営利団体であり、シニアの人たちに安価に宿泊できる、単位のない
授業を受けられる学習プログラムを始めた。代表的な活動として、Road Scholar 学習探検があり、毎年5500の学習探検
を提供し、10万人以上の参加者がある。食事と宿泊施設、チップと税金、通常の人は体験できない裏の面の経験、専門
家の講義、グループ探検などを民間会社の相場より２割安い価格で提供している。
るか、大学の敷地に非常に近い場所に位置
していると説明している。UBRCの居住者
には、大学施設、アメニティ、スポーツイ
ベントを含む大学が持っている教育と社会
参加の機会が提供される。大学の側もまた
そのコミュニティ内に住む学⽣や教授経験
者のために、教員として雇用したりボラン
ティア活動を呼びかけるなどしている。そ
して、これらコミュニティの多くは、大学
にノスタルジィを抱く大学の卒業⽣と退職
教員を入居勧誘の対象としている。
カールによれば、典型的なUBRCは独立
した⽣活ユニット（住宅、タウンハウス、
アパートの形態がある）のほか、サービス
付きであったり、各種の介護対応のサービ
スを提供している。入居費と月額費用は大
きく異なっているが、カールのUBRC基準
を満たすコミュニティの例としては、ラッ
セルビレッジ（ラッセルカレッジ）、ハイアッ
トのクラシックレジデンス（スタンフォー
ド大学）、ケンダル・アト・オバーリン（オ
バーリンカレッジ）ほかがあり、ジョージ・
メイソン大学を含む数多くのUBRCが、現
在開発中または見直し作業を行っている。
以上の要旨について、特に以下の３つの点
を確認しておきたい。
新しい傾向として退職者はリラックスでき
るだけでなく学び成長し続けたいと考えてお
り、この需要に応じて大学系列の退職者コ
ミュニティが⽶国では展開されている。かく
して、新しい退職者⽣活モデルとして、「退
職者大学（University of Retirement）」や「退
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職 ⽣ 活 大 学（University of Retirement 
Living）」があるが、それは人⽣の⽣き方の
問題である。
二つ目として、急速に成長している「退職
者大学」にはキャンパスであるとか厳格な学
位要件は全くないが、「大学に基礎を置く退
職者コミュニティ（UBRC）」はキャンパス
内にあるか、大学の敷地に非常に近い場所に
位置している。このUBRCには「クラス要件
のあるキャンパス内のコミュニティ」から、「住
民が大学のアメニティにアクセスできる程度
の緩やかな関わり」のものまで様々である。
ただし、多くの⽣涯学習機関とシニア教育プ
ログラムは地域社会からの需要に対応して組
織されたが、形としては大学に所属するもの
が多い。
三つ目は、大学はUBRCに住む教授経験者
を教員として雇用したり、ボランティア活動
を呼びかけるなどしている。またUBRCの多
くは、大学にノスタルジィを抱く大学の卒業
⽣と退職教員を入居勧誘の対象としている。
（３）大学連携型CCRCに対するニーズと 
事業としての存続可能性
イ　東京周辺におけるサービス付き高齢者
住宅に対する高いニーズが続くことが見込ま
れている。図７は、平成27年の人口を100と
したときの、75歳以上人口の将来推計を指数
で示している。今後少なくとも2040年までは、
ほとんど1.5倍を超える値で推移するという
のであり、首都圏では75歳以上の人口が今後
30年で２倍以上に増えるとの指摘もある。要
するに、首都圏の高齢者については人口減は
無縁であり、そうした認識が背景にあってこ
そ、⽣涯活躍のまち構想は「東京圏をはじめ
とする地域の高齢者が、希望に応じ地方や「ま
ちなか」に移り住み、地域住民や多世代と交
流しながら健康でアクティブな⽣活を送り、
必要に応じて医療・介護を受けることができ
るような地域づくり」（最終報告１頁）を目
指すとしているのである。
「⽣涯活躍のまち」構想は、地方創⽣のた
めの施策として位置付けられており、上手く
進めれば地方の活性化に貢献すると筆者も信
じるが、構想の出発点は首都圏の介護施設や
介護サービス不足対策にあったと見るのは間
違っていない。いずれにせよ、東京圏からの
移住高齢者を受け入れる高齢者施設、特に単
身者向け施設には大きなニーズがあると判断
することは誤りでないと考える。
ロ　「⽣涯活躍のまち」構想関連の事業に
対しては政府が多額の交付金を出して支援し
ていることもあってか、近年全国でサービス
付き高齢者向け住宅が雨後の竹の子のように
建設された。そのためであろう、「サービス
付き高齢者向け住宅 全国で廃業約260件」
（NHK、2017年３月16日）などの現象もある
ようである。こうした現象を見ると、ゆいま
～る那須（栃木県那須町）やスマートヴィレッ
ジ稲毛の実践的な成功例はあるとしても、東
京圏外ではすでにサービス付き高齢者住宅に
余剰が出ており、⽶国型民間経営のCCRC需
要は頭打ちに陥ったと見るべきかもしれな
い。　
ちなみに、サービス付き高齢者向け住宅の
情 報 提 供 シ ス テ ム（https://www.satsuki-
jutaku.jp/）を利用して、最近の提供価格を
調べてみた（2018年１月17日。１月24日に再
確認）。検索条件としては、単身入居、広さ
は25から30㎡、そして食事の提供、入浴、排
せつ、洗濯、清掃等の家事サービスは希望し
ないとし、健康維持サービスのみを希望する
とした。その場合の家賃（カッコ内は共益費
で概算）と ⽣活相談・状況把握は以下のと
おりである。
そうすると、上野公園のある都内の台東区
では１件のみヒットしたが、家賃は14.5から
35.0万円 （1.5万円） 、 ⽣活相談・状況把握は
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3.8万円である。新宿区では２件ヒットした
が、家賃は21.0から27.0万円（3.2から4.3万
円） と9.1から16.5万円（1.5万円）、⽣活相談・
状況把握はそれぞれ3.8万円と3.5万円であっ
た。最近、ネットで見かける都内のPR物件
はほとんど15万から20万円である。都内と白
鴎大学のある小山との間にある、さいたま市
大宮区では１件もヒットしないが、さいたま
市全区だと14件のヒットがあるが省略する。
そして、栃木県小山市では、３件のヒットが
あり、それらの家賃は、5.0から9.0万円（1.2
万円）、5.0から7.7万円（2.1から3.2万円）、4.5
から8.0万円、⽣活相談・状況把握はそれぞ
れ1.8万円、3.1万円、1.2万円である。
より詳細に地理的環境と需給動向を分析す
る必要があるが、小山市にある白鴎大学は都
心から快速で70分ほどの地理的に有利な場所
にあるし、施設への入居等に要する費用や毎
月の家賃と状況把握費などの⽣活費を平均的
13　 介護保険制度では、被保険者が他市町村にある施設に入所・入居し、その施設所在地に住所を変更した場合、原則とし
て変更先である住民票所在市町村の被保険者になる。しかし、それでは住民票所在市町村の介護保険財政を圧迫するため、
住民票所在市町村の被保険者にならず、変更前の住所地の市町村の被保険者になるという例外的取扱いがなされる。
な価格に設定すれば、ニーズは十分に見込め
るのではないだろうか。
ハ　栃木県では栃木県や小山市は「⽣涯活
躍のまち」の推進意向がある地方公共団体一
覧（平成29年10月１日現在）に名前が挙がっ
ているが、いまだ「⽣涯活躍のまち基本計画」
を策定するには至っていない（平成30年１月
15日現在）。理由は、栃木県、小山市とも、
若い世代の移住促進は施策として進めている
が、高齢者のそれは、高齢者を受け入れた場
合に、近い将来介護費用の負担が増えるおそ
れがあるためのようである。政府は住所地特
例13を実施しているが、移住してくる時点で
施設に入所・入居していない高齢者には住所
地特例が適用されないからである。
ところで、⽶国における大学連携型高齢者
コミュニティの事例をいち早く紹介した松田
智⽣は「大学連携型リタイアメント・コミュ
ニティは、住民、大学、自治体、企業の四者
図７
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それぞれに以下のようなメリットがある。」14
と述べている。
１. 　住民は、知的で元気に⽣活し、学⽣
は高齢者の貴重な経験や知見を得られ
る
２. 　大学は、若者だけの場ではなく、多
世代の知の資産としての価値が高まる
３. 　自治体は、こうしたコミュニティに
より、雇用創出、消費拡大、税収増の
地域活性化になる
４. 　企業は、元気シニア向けの住宅・健康・
学習などを組合せたビジネスが創出さ
れ、図のような四者一両得のモデルと
なる
続けて松田は、前に紹介したケンダル・ハ
14　松田智⽣・前注６。
ノーバーでは約400人が暮らしているが、居
住者の平均年齢は84歳であるところ、居住者
の80％以上が元気（寝たきり２割）であるな
どと述べた後に、制度設計の視点について次
のように述べている。
　「ケンダル社」はNPO法人であり地方税
は納付するものの、国税は免除されている。
また居住者は家賃の一部をヘルスケアコス
トとして税控除されている。しかし、地元
自治体の税収が減ることはない。なぜなら
事業が好調で法人税が安定し、元気な居住
者による活発な消費により地域経済が潤い、
また、寝たきりが少なく、医療費が抑制で
きる。事業者と居住者への「減税インセン
ティブ」という制度設計が、地域活性化の
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全体最適モデルを支えている。
アクティブシニアが移住してくると自治体
の財政にどのような影響を及ぼすか。住所地
特例が適用されないから将来の介護費用負担
が増えると見るか、それとも健康老人が増え
るだけであるから医療費や介護費用の負担は
それほど増えず、むしろ「元気な居住者によ
る活発な消費により地域経済が潤う」と見る
か、図１などの資料を踏まえた十分な検討が
必要である。
私見は、アクティブシニアの⽣活基盤を整
備することは、健康予防に知恵を絞らず要支
援要介護になった人に対して介護保険を受け
身的に適用する傾向が強かった従来から多く
見られた福祉政策より、よほど住民を芯から
個人として尊重することになるし、アクティ
ブシニアが増えることによるプラスの経済的
波及効果も見逃すことができないというもの
である。その意味で、自治体はこれまでの後
追い的な行政スタイルを予防的なものに改め、
アクティブシニアたらんとする高齢者を支援
する方向に施策の重心を切り替える時機が到
来していると考える。
（４）難民・移民の地域定住支援の拠点とし
ての大学
イ　「⽣涯活躍のまち」構想が紹介する取
組事例のうち、国際的な文化交流の観点から
筆者が大きな関心と期待を寄せていたのは
「国際大学との連携を核とした国際文化のあ
ふれるコミュニティを目指す」とする新潟県
南⿂沼市の取組みであったことは前に述べた
15　 自由民主党 外国人材交流推進議員連盟「人材開国！日本型移民政策の提言 世界の若者が移住したいと憧れる国の構築に
向けて、中間とりまとめ」 （2008.6.12、以下、日本型移民政策の提言、と略す）。
16　 難民受け入れについては、日本では難民としての受け入れが難しいため、留学⽣の枠で受け入れようという試みがなさ
れていることが紹介されている。それによると、政府は2017年から５年間で最大150人のシリアを人留学⽣として受け入
れるが、民間レベルでもNGOと日本語学校が協力し、トルコに逃れたシリア人の若者の受け入れを始めている。2017年
４月から５人が首都圏と関西の学校で日本語を学びながら大学進学をめざしている。2018年からは国際基督教大学がト
ルコにいるシリア人難民の学⽣を４年間で６人受け入れることになっている。入学金や学費の免除、⽣活費の一部支給
など、４年間で卒業できるようサポートする奨学金制度を実施している大学は７校に上っている。また、留学⽣が卒業
した後の自立のためのサポートも重要であるが、ミャンマーやイラク、シリアなど９か国の難民39人を国内の店舗で雇
用している大手衣料品チェーンがあり、将来的には100人の雇用をめざしている。NHK、「難民と日本」（くらし☆解説）
2017年06月23日 （金） 二村伸 解説委員。
とおりである（２⑵ニと図５参照）。　
外国人の受け入れについては、外国技能実
習⽣制度や高度人材の拡充に関するニュース
を耳にすることが多い。最近では法務省が出
入国管理法の運用を見直して、日本で新たに
事業を起こす外国人の在留資格を緩和する検
討に入っていることやアニメやデザイン、調
理などの日本の専門学校・大学で学ぶ外国人
留学⽣が卒業後に日本で就職しやすくなるよ
う、在留資格を緩和する方向で政府が検討に
入ったなどのニュースも伝えられている。外
国人の受け入れ施策として具体的に検討され
てきたものとしては、たとえば「日本が受け
入れる移民のカテゴリー」15を示す次のよう
なものがある。 
① 高度人材（大学卒業レベル）
②  熟練労働者（日本で職業訓練を受けた
人材）
③ 留学⽣
④ 移民の家族（家族統合の権利保障）
⑤  人道的配慮を要する移民（難民、日本
人妻等北朝鮮帰国者、その他日本が人
道上受け入れを考慮すべき人々）
⑥ 投資移民（富裕層）
こうして見るとそれなりの門戸開放が進め
られているようにも思われるが、EUのドイツ、
フランスなど日本と比較にならないオープン
さで難民を受け入れていることに比べると、
閉鎖的であるとの印象を払拭するには至らな
い16。
個人的な経験であるが、2017年９月、調査
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のため滞在していたロスアンゼルス郊外のホ
テルから空港までタクシーで移動したときの
ことである。タクシーの運転手は45歳位で在
⽶⽣活約10年、ネパールの出身でできれば日
本で働きたかったが、受け入れてもらえなかっ
たので⽶国に来たと話していた。ホテルを出
て10分ほど走って信号待ちをしていたとき、
道路横の歩道を10才位の子どもが歩いていた
が、運転手は自分の息子であり子どもの学校
教育が終わったらネパールに戻るつもりとい
う。アメリカは教育のレベルが高いし、高校
卒業までは授業料が要らないことが大きな理
由だそうだ。彼の妻は最近、美容室を開いた
らしいが、⽶国西海岸には同じような経緯を
経て似たような境遇で⽣活しているアジア人
が多いと話していた。個人として見ると勤勉
でいかにも善良な市民という印象であるし、
全体として見てもロスアンゼルスという地域
社会と経済を自由で活発なものとすることに
大きく貢献していると実感する。
移民政策ということで思い返してみると、
日本はブラジルなどの南⽶、⽶国本土やハワ
イ、太平洋戦争においては満州に開拓移住な
どした歴史があり、国民意識としてそれなり
の進取性はあると思われる。外国人労働者に
より雇用が奪われるということが反対する理
由の一つであったが、少なくともこの10年近
くは福祉やブルーカラー職種で外国人労働力
を事実として導入している。また、アメリカ
のトランプ政権は不法移民対策を強化し多く
の若者が強制送還される可能性が指摘されて
いるが、他方では、つい最近アマゾンのペゾ
スCEOが不法移民の子どもが大学に通える
よう奨学金36億円余を寄付とのニュースに接
した（NHK、2018年１月14日）。ベゾスCEO
は「私の父は16歳のときに１人でアメリカに
17　笹川平和財団「難民の地域定住支援ガイドブック」（2016.05.31）
18　 難民たちと働く日本人の従業員にとって「難民たちをサポートすることで、共感力や団結力が高まりました。逆境にめ
げず努力していく姿を見ると多くのことを学びます」という、人間性の根幹に触れるメリットが指摘されている。前注
16.NHK「難民と日本」。
来て、当時は英語もできなかったが、多くの
支援を得た」というコメントを寄せ、移民へ
の支援の重要性を訴えているという。
欧⽶の国々や人々の行動をストレートに模
倣することは文化的伝統の違いもあり困難で
あるとしても、人口減少とそれによる経済活
動の縮小が危惧されている日本であるから、
もっと積極的な移民受け入れ政策があっても
いいのではないか。一般論として言うなら、
難民の受入れは、人道的配慮や国際貢献の推
進といったきれいごとの側面だけではない。
うまく進めることができるなら、「異文化理
解・多文化交流の実践、地域の付加価値の向
上」であるとか、さらには国内で現実問題に
なりつつある地域社会消滅に対する対応策と
して「地域社会の担い手として活躍する人材
の確保」という可能性を秘めていることも見
逃せない17。
加えて、移民や難民を受け入れるかどうか
の選択は、国の政策レベルにおける大きな課
題であるだけでなく、日本社会を構成する一
人一人の心根の有り様にも大きな影響を及ぼ
さずにいないと筆者は考える18。そして、消
極的な選択をすることは、グローバルさを加
速する現代世界を⽣き抜いていくときに必須
の、多様性に関する適応能力を失うことにな
ると信じる。
ロ　最近、筆者のこうした思いを論理的に
説く文献に出会ったのでそれを紹介したい。
軽部大著『関与と越境――日本企業再⽣の論
理』である。同書は日本企業が長年苦境に
陥っている原因とそれを克服する方策を「関
与と越境」という視点から説いている。筆者
の関心からすると、それはひとり日本企業だ
けでなく、外国人（移民・難民）に対して門
戸を狭くしている日本社会の閉塞性とそれを
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克服するための門戸開放の主張と重なって見
える。近能善範（法政大学経営学部教授）に
よる書評19が秀逸であり、それに依拠して紹
介する。
「関与」とは「ある主体と対象としての
客体との間に、交換を通じて新たな関係性
が構築されること」を、一方の「越境」と
は「個人や組織が、自らの『境界内』（『持
ち場』）に閉じこもることなくその境界を
越えていくこと」をそれぞれ意味している。
同書を貫く仮説（見立て）は、「日本企業
が長期に低迷してきた原因は、企業戦略や
組織のあり方といった表面的な問題にある
のではなく、その背後にある、経営を預か
る人々による『関与』と『越境』の仕方に
ある」というものである。これをもう少し
具体的に述べると以下のようである。
日本企業が長期に低迷してきた根本原因
は、自分自身（の利害関係）、自らの専門
（ディシプリン）、自部署、自部門、自社、
既存顧客、自国市場、安定株主等への「過
剰な関与」と、それ以外の、他人（の利害
関係）、他の専門、他部署、他部門、他社、
潜在顧客、海外市場、外部投資家等への
「過小な関与」にあり、これが「『小局』へ
のこだわり」と「自らの『持ち場』への閉
じこもり」を⽣んでいる。例えば個人レベ
ルでは、他人のことを顧みることなく自ら
の利益だけを追求し、他人の努力に「ただ
乗り」する傾向を⽣んでいる。組織レベル
では、他部署／他部門／他社のことを顧み
ることなく自部署／自部門／自社の利益だ
けを追求する、「たこつぼ化」「サイロ化」
の傾向を⽣んでいる。こうしたことすべて
が、狭い範囲での最適化を目的とした「マ
イクロ・マネジメント（微視的視点に基づ
19　書斎の窓、2017年11月号№654、29-33頁。
20　 第三国定住とは、難民キャンプ等で一時的な庇護を受けたが定住の見通しが立たない難民を、受入れに合意した第三国
へ移動させて定住すること。難民は第三国において、庇護あるいはその他の長期的な滞在許可を与えられる。第三国定
住による難民の受入れは、難民問題に関する負担を国際社会において公平に分担するという観点から重視されている。
アジア福祉教育財団難民事業本部、千葉県八街市内の農業法人などが事業の委託を受けている。
く経営）の自走」と「マクロ・マネジメン
ト（巨視的視点に基づく経営）の不在」を
もたらしており、結果的に日本企業の外部
環境の変化への適応力を低下させている。
これが、日本企業の長期的な競争力低下を
もたらした根本的な原因である。 
一方、こうした日本企業の症状に対する
著者の提言は、一言で言えば「新市場の創
造」と「企業の自己革新」、そのための「マ
クロ・マネジメント重視への経営の力点の
移行」である。また、これらを実現するた
めには、「小局」から「大局」へと視点を
移動し、内向き志向から外向き志向へと考
え方を改め、 自力中心から他力をより積極
的に活用する方向へと発想を転換し、世の
中に存在する様々な壁を乗り越え、越境を
促すことが必要だとする。例えば、これま
で対象としてきた顧客層（市場セグメント）
の枠を越え、国境を越え、潜在顧客の困り
ごとをリアルに理解し、それを解決する有
効な方策を創造するために、より高い目線
に立って、異なる部署や組織の境界を越え、
異なる専門領域の境界を越え、技術と市場
の境界を越え、新しい協同の機会を創出し、
促すことが必要とされる。 
ハ　難民や移民の受入れに関して白鴎大学
が志向する現実の選択肢として、まずは日本
政府が2010年度（平成22年度）から５年間実
施した「第三国定住による難民受入れのパイ
ロット事業」20類似のものを、今後可能であ
れば政府から委託を受け、日本語教育、社会
⽣活適応指導、就職支援等から成る定住支援
プログラムを実施することが考えられよう。 
次に、今すぐに最終的な解決を求めること
が難しい難民や移民の受け入れ問題に対して
最初から真正面な答えを求めるよりは、難民
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や移民の地域定住支援を念頭に置きながらも、
当面は韓国や台湾など東アジアからの留学⽣
受け入れ増加について、戦略特区制度などを
活用して定員の枠外として取り扱ってもらう
など、政府と文科省の支援を受けて進めるこ
とが考えられないだろうか。日本では、若い
労働力の不足が言われ出したが、韓国では大
学⽣の就職難が伝えられているし、幸い本学
は台湾の大学とは交流の蓄積がある。彼らは
留学の成果として、日本の文化にもなじんで
日本語を話せるようになるであろうし、企業
が留学⽣採用に前向きになりさえすれば、日
本の大学を卒業した後も日本国内に残って活
躍する可能性は増えると思われる21。
おりしも、政府は今国会に東京23区内にあ
る大学の定員増を抑制する法案を提出する予
定と伝えられている。また、自民党の教育再
⽣実行本部は、大学などに在学している間は
授業料を無償化し、卒業後に収入に応じて国
に納付する高等教育の無償化制度を検討する
提言をまとめたと報じられているので、これ
らも大学が留学⽣受け入れを増やすことがで
きる方向で作用する可能性があるのではない
か。
なお、このとき留学⽣は、桜美林ガーデン
ヒルズのように、大学が設置するCCRCに併
置される学⽣棟のような施設に居住する形態
が考えられる。 そして、留学⽣に対するチュー
ター役をCCRCに居住するアクティブシニア
に担ってもらうことにすれば、これまでチュー
ター役を担ってきた勉学で多忙な大学院⽣で
は実現できなかった中味の濃い親身な交流が
⽣まれる可能性があるように思われる。そう
すると、これこそ成人が参加する「外国人と
の共⽣を推進するための⽣涯学習の場」22を
創造することになろう。
21　 前注15の「日本型移民政策の提言」（５頁）は、2025年までの長期目標として「留学⽣100万人構想」を立てている。そして、
留学⽣の受け入れを育成型移民政策の要と位置づけており、留学⽣に対する手厚い就職支援を行い留学⽣の国内就職率
７割を目標としている。
22　前注15「日本型移民政策の提言」（８頁）。
４　むすび　
本稿は、前例のない高齢化と孤立化が進行
するとき、「⽣涯活躍のまち」構想が示して
いる大学連携型CCRCの可能性を、「人⽣100
年時代をアクティブシニアとして⽣きる」の
視点から政策論として論じ、結果として、
2050年に向けた白鷗大学の選択肢を提案し
た。具体的な事例に則して考察を進めたが、
筆者が特に重要であると考えた事項等を以下
で再確認しておきたい。
ⅰ　日本版 CCRC により開設されている
サービス付高齢者施設は、施設の物的充実面
はもちろんのこと、管理運営の多くを入居者
自身が行っている⽶国のCCRCと比べると、
高齢者にとってのアクティブシニアを可能に
するものからは程遠い（35-42頁）。
ⅱ　⽶国の大学連携型CCRCの場合、施設
の入居者側に⽣涯学習に対する強い関心と取
組みがあり、その思いを近隣の大学が受け止
め、それが大学連携型という文化として継承
されていった。大学内に⽣涯学習を担当する
組織を持つ例があるが、教材プログラムの開
発を含めボランティアにより運営されている
ようである（39-40、 47-48頁）。
ⅲ　⽶国のCCRCには大学の卒業⽣が多い
ものがあり、入居費は高いがそのかなりを払
戻しする手法を採用している例がある。この
例は明確な大学連携型CCRCとはいえないが、
大学キャンパスに隣接していることが入居者
の心身にプラス作用している（40-42頁）。
ⅳ　大学自身が事業者としてCCRC（サー
ビス付き高齢者住宅）を開設し運営する主体
になれるかに関し、「⽣涯活躍のまち」構想
は大学との連携ないし大学が果たすことので
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きる役割を積極的肯定的に示している。自治
体が「⽣涯活躍のまち基本計画」を作成し、
その計画に基づく事業の運営推進機能を担う
事業主体（運営推進法人）として大学を選定
するというのが適切と思われる（46-47頁）。
ⅴ　大学連携型CCRCを開設して⽣涯学習
プログラムをスタートさせるとき、白鴎大学
がこれまで公開講座で実施してきた公開講座
の参加者を含め、近隣で暮らしている学ぶ意
欲のある人を排除する必要はない。むしろ、
総合型地域スポーツクラブの拠点となること
を含め、地域交流・世代を超えた交流の見地
から可能な限りでより包摂的なものとするこ
とが期待される（48頁）。
ⅵ　退職後も学び成長し続けたいと考える
人が増える傾向にあり、この需要に応じて大
学系列の退職者コミュニティが⽶国では展開
されている。それらは人⽣の⽣き方の問題と
関わるが、退職者の新しい⽣活モデルになって
おり、「退職者大学（University of Retirement）」
や「退職⽣活大学（University of Retirement 
Living）」と呼ばれている（49-50頁）。
ⅶ　多くの⽣涯学習機関とシニア教育プロ
グラムは地域社会からの需要に対応して組織
されたが、形としては大学に所属するものが
多い。大学に基礎を置く退職者コミュニティ
（UBRC）はキャンパス内であったり、大学
の敷地に非常に近い場所に位置しているが、
UBRCの多くは大学にノスタルジーを持つ卒
業⽣や退職教員を入居勧誘の対象としている
（51頁）。
ⅷ　わが国でサービス付き高齢者住宅に対
するニーズがあるかについては地理的環境と
需給動向を分析する必要があるが、小山市に
ある白鴎大学の場合、ニーズは十分に見込む
ことができるのではないか（51-52頁）。
ⅸ　大学連携型 CCRC が開設されてアク
ティブシニアが移住してくることによる自治
体財政への影響については賛否両論あるが、
自治体はこれまでの後追い的な行政スタイル
を予防的なものに改め、アクティブシニアた
らんとする高齢者を支援する方向に施策の重
心を切り替えるべきである（52-54頁）。
ⅹ　移民や難民を受け入れるかどうかの選
択にさいして消極的であることは、グローバ
ルさを加速する現代世界を⽣き抜いていくと
きに必須の、多様性に関する適応能力を失う
ことになると信じる。軽部大著著『関与と越
境——日本企業再⽣の論理』は日本企業だけ
でなく、外国人（移民・難民）に対して門戸
を狭くしている日本人と日本社会の閉塞性に
対する提言として受け止めることができる 
（55-56頁）。
ⅺ　難民や移民の受入れに関し白鴎大学と
しては、政府から委託を受け、日本語教育、
社会⽣活適応指導、就職支援等から成る定住
支援プログラムを実施することが考えられる。 
また、韓国や台湾など東アジアからの留学⽣
受け入れ増加について、戦略特区制度などを
活用して定員の枠外として取り扱ってもらう
ことに取り組むべきである。 そして、留学
⽣に対するチューター役をCCRCに居住する
アクティブシニアに担ってもらうことにより
「外国人との共⽣を推進するための⽣涯学習
の場」を創造することができる（56-57頁）。
以上、11個挙げた事項を集約すると、本稿
のテーマでもある「⽣涯活躍のまち」構想と
人⽣100年時代におけるアクティブシニアの
視点から大学連携型CCRCを考える」と、白
鷗大学は2050年に向け、アクティブシニアの
志向とその思いを受け止め、大学に基礎を置
く退職者コミュニティ（UBRC）の形成に意
を尽くすべきであるということになる。そし
て、このことは卒業⽣や退職教職員を迎え入
れることになりえるし、さらに当面は留学⽣
という形になるかもしれないが、外国人（移
民・難民）に対して漸増的に日本社会の門戸
を開いていくことを選択すべきであるという
ことになろう。
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大学連携型CCRCと2050年白鷗大学の選択肢
―「生涯活躍のまち」構想と人生100年時代におけるアクティブシニアの視点から－
現在の大学は高等教育を担当する建前では
あるが、少子化の中で定員を確保し、入学し
てきた学⽣に単位を認定し、無事に卒業と就
職をさせるというルーティーン作業を遂行す
ることに少なからず制約されている。他方、
アクティブシニアは制約に縛られずに自由に
学び考え、正しい認識を得て、自己の人⽣経
験に照らして心から納得できる世界観、社会
観、そして人⽣観を得たいと考える可能性が
ある。そうした人が集まる場において「教育
と研究」が実践されるならば、それこそ大学
の存在意義がいっそう充足されることになる
と考える。
そして、「大学に基礎を置く退職者コミュ
ニティ（UBRC）」では、科目を担当する教
員は居住者の中から専門性を有する人が担当
できるし、大学から教員を派遣してもらうと
しても必ずしも専任教員に担当してもらう必
要はなく、たとえば定年退職した者の中から
希望する者を非常勤ないし特任の教員として
起用するなどの方法にすれば、高齢者雇用の
機会を創ったことになるし、大学の経済的負
担も少なくて済むので実現可能性が高まると
考えられる。付言するなら、このUBRCコミュ
ニティには、元々大学へのノスタルジックな
気持ちを抱く卒業⽣や退職教職員が少なくな
いので、大学全体として不調和なものが混在
する違和感を⽣じさせることはないと思われ
る。同窓会活動の範囲が質と量の両方で広
まったと受け止めればいいだけである。　　　　　　
以上
